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平成２９年１２月定例会 福祉保健医療委員会の概要 

 

日時 平成２９年１２月１８日（月） 開会 午前１０時 ３分 

                閉会 午前１１時５６分 

場所 第２委員会室 

出席委員 山下勝矢委員長 

 日下部伸三副委員長 

 内沼博史委員、中屋敷慎一委員、諸井真英委員、本木茂委員、小谷野五雄委員、 

     山根史子委員、浅野目義英委員、塩野正行委員、鈴木正人委員、秋山文和委員 

欠席委員 なし 

説明者 [福祉部関係] 

 田島浩福祉部長、知久清志福祉部副部長、牧光治地域包括ケア局長、 

 小池要子少子化対策局長、真砂和敏福祉政策課長、加藤誠社会福祉課長、 

     根岸章王障害者福祉推進課長、和泉芳広障害者支援課長、 

     関口修宏福祉監査課長、金子直史地域包括ケア課長、谷澤正行高齢者福祉課長、 

     高島章好少子政策課長、西村朗こども安全課長 

 

 [保健医療部及び病院局関係] 

 本多麻夫保健医療部長、三田一夫保健医療部参与、 

     奥山秀保健医療部副部長、北島通次保健医療部副部長、 

     牧光治地域包括ケア局長、松澤潤食品安全局長、三須康男保健医療政策課長、 

     田中良明保健医療政策課感染症対策幹兼幸手保健所長、井部徹国保医療課長、 

     唐橋竜一医療整備課長、番場宏医療人材課長、清水雅之健康長寿課長、 

     芦村達哉疾病対策課長、市川克己生活衛生課長、天下井昭薬務課長、 

     西川裕二食品安全課長 

      

 岩中督病院事業管理者、関本建二病院局長、河原塚聡経営管理課長、 

     松井直行経営管理課技術幹 

 

会議に付した事件並びに審査結果 

１ 議案 

議案番号 件              名 結  果 

第９４号 
平成２９年度埼玉県一般会計補正予算（第４号）のう

ち福祉部関係、 
原案可決 

第９９号 
埼玉県民生委員の定数を定める条例の一部を改正する

条例 
原案可決 

第１００号 埼玉県保健所条例の一部を改正する条例 原案可決 

第１０１号 
埼玉県国民健康保険保険給付費等交付金及び国民健康

保険事業費納付金に関する条例 
原案可決 
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議案番号 件              名 結  果 

第１０５号 
埼玉県病院事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例 
原案可決 

 

２ 請願 

  なし 

 

所管事務調査（福祉部関係） 

 県立総合リハビリテーションセンターの運営状況等について 

 

報告事項（保健医療部及び病院局関係） 

 大学附属病院等整備の進捗状況について  
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平成２９年１２月定例会 福祉保健医療委員会における発言 

 

 

【付託議案に対する質疑（福祉部関係）】 

内沼委員 

 本県の民生委員総定数は８，６００人とのことだが、定員は満たされているのか。 

 

社会福祉課長 

 １０月１日現在の県全体の現員は８，３６４人で、欠員は２３６人となっている。 

 

秋山委員 

１ 災害復旧費を交付する根拠は何か。 

２ 災害復旧費の対象となる被害の基準は何か。 

３ 被災から２か月たった後の予算措置を待っていては、対応が遅れてしまうのではない 

 か。 

４ 川口市の民生委員の欠員の状況はどうなっているか。 

５ 民生委員の手当額は幾らか。 

 

障害者支援課長 

１ 国が定める「社会福祉施設等災害復旧費国庫補助」に基づく補助制度である。 

２ 国の取扱要領によると、復旧の対象は施設及び施設と一体的な設備であり、備品は対

象外である。対象となる規模は、復旧費用が８０万円以上のものである。 

３ 被災後、速やかに施設運営を再開するため、ほかの補助制度とは異なり、補助金の交

付手続に先行した早期着工が認められており、今回の対象施設については、既に対応済

みである。 

 

社会福祉課長  

４ 定数６３３人に対し、現員は６０２人で、欠員が３１人となっている。 

５ 交通費、文房具購入費、連絡通信費など民生委員の活動経費として、一人当たり年額

５万９，０００円を、市町村を通じて交付している。 

 

【付託議案に対する質疑（保健医療部及び病院局関係）】 

内沼委員 

１ 市町村に交付する国民健康保険に係る保険給付費等交付金について、普通交付金及び

特別交付金は総額でどのくらいか。また、特別交付金は医療費適正化の取組に対して交

付するとあるが、交付対象は具体的にどのようなものか。 

２ 医療費指数反映係数の基準に零から一以下の範囲以内で知事が定める数とするとある

が、これはどのような意味か。 

３ 応能分の算定は市町村ごとの所得総額の割合を反映させるとしているが、実際の保険

税算定に資産割を使っている市町村がある。資産割を計算に反映させないとしたのはな

ぜか。 

 

国保医療課長 

１ 最新の試算では、普通交付金は約４，８００億円、特別交付金は約１００億円の合計
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約４，９００億円と見込んでいる。また、特別交付金の交付対象は、特定健診の費用と

して約２３億円や保険者の努力を評価しインセンティブを設ける「保険者努力支援制度」

として約３０億円などである。 

２ 市町村ごとの医療費水準を納付金の計算にどのように反映させるかということであり、

零から一以下の範囲で係数を定めることとなる。医療費水準は、一番高い美里町が１．

０３であるが、それを算定式イメージの計算により納付金に反映する際に例えば医療費

水準反映係数が零の場合、１．０３に零を乗ずるので、医療費水準を納付金に反映させ

ないこととなり、医療費水準反映係数が１の場合、そのまま反映させることとなる。 

３ 市町村との協議の結果、応能分の算定については所得総額の割合を反映させることと

した。県内市町村では、保険税の応能分の算定について、所得割のみを採用している市

町村が２２であるが、被保険者数では５４％を占めている。仮に、資産割を含む４方式

とした場合、資産割を採用していない市町村では、県の納付金算定に伴い、新たに被保

険者に係るデータ収集などが発生し、事務が大きく増えると見込まれることから、本県

では所得割のみを採用することで市町村との協議が整っている。なお、全国的にみても、

納付金算定の際に４方式を採用するのは１つの都道府県のみである。 

 

内沼委員 

 特別交付金のうち２３億円は、主に特定健診の実施に要する費用とのことだが、特定健

診の受診率に応じて交付されるのか。また、保険者努力支援制度が３０億円とのことだが、

どのような内容で取り組めばよいのか。さらに、県の医療費水準は全国と比べてどうか。 

 

国保医療課長 

 特定健診の費用については国３分の１、県３分の１の負担割合が法定されている。法定

負担分であり、特定健診の受診率に応じて交付するものではない。また、平成３０年度か

ら医療費の適正化など保険者としての努力を評価し、交付額を決定する保険者努力支援制

度が実施される。特定健診の受診率や国保税の収納率等を点数化し、最後に被保険者数を

乗じて交付額を決める。なお、県の医療費水準については、全国の平均を１とした場合は、

本県は０．９３である。 

 

山根委員 

１ 市町村が医療費適正化を進めていくと医療費水準が下がっていくものと考えられるが、

その場合、市町村の納付金が減っていくことから、県が保険給付に必要な納付金総額に

届かなくなることが想定されるが、その場合はどうするのか。 

２ 医療費指数反映係数は零から一以下の範囲内で知事が定める数とあるが、この数値は

一度決めたら変わらないものなのか。 

 

国保医療課長 

１ 算定式イメージの計算では、県の医療費水準は０．９３であるため、９３％しか納付

金は集められない。そこで、県が必要な納付金総額を集められるよう調整係数を乗じる

こととしている。 

２ 医療費指数反映係数は、１とすることを想定している。毎年医療費水準は変わること

から、状況を踏まえて毎年検討することとしている。 
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秋山委員 

１ 応能分と応益分を県所得水準対１の比率に按分するのは国の方針であるのか。また、

２方式を標準とすれば、応益割に傾くことになる。現在県内の課税の応能・応益割合は

７対３であり、２方式では特に多子世帯などに課税が傾き、子育て支援が社会的要請の

時代に反するのではないか。 

２ 資料２の参考にある国保制度改革後の国保財政の仕組みを見ると、市町村には、国庫

負担金などの公費は一切入らないように受け取れるがいかがか。 

３ 市町村は年度初めには税が収納できないが医療機関にはすぐに支払が必要となる。ど

のように対処するのか。 

 

国保医療課長 

１ 政令では応能分と応益分の按分には、県所得水準を基準として定めるとしており、こ

れが原則である。現在県内の課税の応能・応益割合は７対３であるが、これは納付金の

算定に用いるものであり、保険税の算定は各市町村が決めるものであるので直接リンク

しない。なお、県所得水準はおよそ１．１３となっている。 

２ 現在市町村に対し直接交付されている国庫負担金等の公費については、一度、県に入

ることとなり、それを県を通じて各市町村へ交付することとなる。 

３ 市町村では、現在も年度初めは税の収納前に一般会計からの借入等により支払をして

いる。制度改正後は、県が保険給付に要する費用を普通交付金として交付するが、県も

国等からの公費を含めても財源がないこともあり、市町村から４月に納付金を納めても

らうことを検討している。 

 

秋山委員 

１ 国費は平成３１年度以降も毎年３，４００億円投入されるのか。 

２ 各市町村の被保険者一人当たりの納付金額が一定割合以上増加すると見込まれる場合

に、国及び県の交付金をもって激変緩和措置を実施することになっていると思うが、一

定割合とは具体的にはどのくらいか。また、現在の見込みで該当する市町村はあるのか。 

３ 保険者努力支援制度の交付額は幾らか。また、特定健診の受診率や国保税の収納率な

どで交付額が決まるということは、市町村間を競わせることになるのではないか。 

 

国保医療課長 

１ 国と地方との協議による約束であり、平成２７年度から低所得者対策の強化として１，

７００億円投入され、平成３０年度以降、総額３，４００億円を投入することとされて

いる。 

２ 制度改革によって、保険税が上がってしまっては元も子もない。試算では、激変緩和

措置である追加公費を加味すると保険税が下がる市町村が多い。平均すると保険税は増

えない結果となったため、一定割合を０％としている。また、激変緩和措置の対象とな

ったのは３８市町村である。 

３ 保険者努力支援制度には、国から市町村に交付される分と国から県に交付される分が

あり、県への交付分については市町村に再配分する。国から市町村への交付額、国から

県への交付額ともに約３０億円と見込んでいる。保険者努力支援制度は、医療費適正化

に向け、保険者にしっかり努力していただく仕組みである。市町村の善政競争を促すこ

とにより県全体の医療費も適正化され、国保の安定的な財政運営にもつながると考える。 
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秋山委員  

 国は一般会計からの法定外繰入れを解消すべき赤字であるとし、その解消のため自治体

に計画を出させる予定と聞いている。また、赤字の解消を６年でさせると強い姿勢であっ

たと聞いている。このような計画提出は国保税の引上げ要因となるのではないか。 

 

国保医療課長 

 赤字の解消は、収納率の向上、健康づくりや重症化予防による医療費適正化の取組、適

正な保険税の設定等、総合的な取組により解消していくものと考えている。なお、今後は、

国から赤字解消計画作成の通知があり、通知を踏まえて対象となる市町村に作成を依頼す

る。今年度中に県が取りまとめて、国に提出する予定となっている。 

 

【付託議案に対する討論】 

秋山委員 

 第１０１号議案に反対の立場で討論を行う。 

 国保税が高額である要因は、国庫負担を大幅にカットしてきたためである。国保の安定

的運営には都道府県化ではなく国庫負担の抜本的引上げが必要であるため、条例制定には

反対である。 

 

【所管事務に関する質問（県立総合リハビリテーションセンターの運営状況等について）】 

内沼委員 

１ 病床利用率が平成２２年度から平成２４年度には７０％から８０％台であったと聞い

ているが、ここ数年は６０％台に低下している。原因をどのように分析しているか。 

２ 収支比率はどのようになっているのか。また、今後の収支の見込みはどうか。 

３ 運営については、病院局と同様、公営企業的な視点が必要であると考えるがどうか。 

４ 総合リハビリテーションセンター在り方検討会議を設けていると聞いているが、立ち

上げた目的とその時期、また、開催頻度や具体的な会議内容及び提言などはどのように

なっているか。 

５ 検討会議の提言などを踏まえて今後どのような方向性となるのか。 

 

 

障害者福祉推進課長  

１ 平成２８年度は６６．６％、直近では７３．４％まで回復してきている。病床利用率

が低迷している要因には医師の欠員が続いている状況がある。本年度、大学への働き掛

け、公募等によるフリーランスの求人等を行っている。 

２ 収支比率は平成２８年度は５４．６％となっている。収支比率向上のため、患者確保

のためのＰＲや医師の確保、職員の意識改革に努力する必要がある。 

３ 総合リハビリテーションセンターは、障害を負った方の社会復帰の促進を目指して開

設した。その後、１２０床のリハビリテーション病院機能を追加したものの、福祉的な

色合いの強い施設である。しかし、経営体である以上、収支について度外視するわけに

はいかず、公営企業的視点も必要であると認識している。 

４ 民間の整形外科の機能も進んできており、２０年前、３０年前とは県の役割が変わっ

てきている。在り方検討会議では県施設としてどのような役割を果たしていくべきかと

いうところを検討している。本年度、これまで３回開催しているが、重篤な患者、高次

脳機能障害、神経難病といった公立でないとできない部分をすべきではないかと提言を
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受けている。また、経営体としてもしっかりやっていくべきであると検討委員から指摘

されている。 

５ 来年度、病院局では外部委員を入れて独立行政法人化の議論を開始する予定と聞いて

いる。総合リハビリテーションセンターも県立病院の一つであり、病院局の検討状況を

踏まえて対応していきたい。 

                                 

内沼委員  

１ 収支について、年間の赤字はどのくらいあるのか。 

２ 医師の欠員をなくすためにどのような努力をしているのか。 

３ 病院局の視点が必要だと思う。在り方検討会議ではそのような議論はなかったのか。 

４ 最終的には病院局に移管して独立行政法人化や民間移管が必要ではないのか。 

 

障害者福祉推進課長  

１ 病院の支出は約２６億円で約１２億円が赤字となっている。ただし不採算医療を積極

的に受け入れている状況がある。 

２ 医局人事に働き掛けたり、医師をリクルートする会社に求人するなどの取組を行い、

今年１１月には１人の医師を確保でき、欠員が４人から３人となった。 

３ 在り方検討会議では独立行政法人化のメリット・デメリットについても議論いただい

ている。 

４ 来年度、病院局では外部委員を入れて独立行政法人化の議論を開始する予定である。

総合リハビリテーションセンターも県立病院の一つと心得て、検討していきたい。 

 

中屋敷委員  

 在り方検討会議の中身が見えにくい。不採算な部門があることは理解できるが、在り方

検討会議の検討結果が、福祉部の中でどう反映されていくのかが分からない。また、在り

方検討会議のメンバーに、センター長が入っていないのはなぜか。 

 

障害者福祉推進課長  

 センター長はメンバーに入っていないが、副センター長が管理監督者の立場から意見を

述べている。今後については様々な方向性が議論されている。在り方検討会議の意見に沿

った形で検討結果を反映させていく努力を行っていく。 

 

中屋敷委員  

 在り方検討会議の検討結果を福祉部の施策にきちんと位置付けていくというロードマッ

プが顕在化されておらず、分かりにくいがどう考えているか。 

 

障害者福祉推進課長  

 様々な議論の結果をしんしゃくし施策に反映させていく。その過程についても分かりや

すく説明していく。 

 

中屋敷委員  

 福祉部長までが検討結果を把握し今後の福祉施策に反映させていくこととなっているの

か。 
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福祉部長  

 この在り方検討会議については、私が指示して設置したものである。検討会議で議論し

た結果については福祉部としてきちんと対応していく。予算を伴うものは関係部局としっ

かりと協議していく。 

 

中屋敷委員  

 収支についてはその要因を分析し、部長が全て把握した上で施策として展開していくと

いうことを明言していだだきたい。不採算部門の医療は仕方ない部分もあるが、ワニの口

が開くように赤字が拡大する状況にあるので、速やかに改善するべきことや今後の方針を

明らかにし、福祉部で責任感を持ち取り込むべきであると考えるがいかがか。 

 

障害者福祉推進課長  

 要因を分析した上で、効率化や医師等の確保について対応していく。 

 

福祉部長  

 この在り方検討会議は私が危機感を持って設置したものである。検討している課題につ

いては、しっかりと受け止め、総合リハビリテーションセンターが効率的に運営できるよ

う進めていく。 

 

中屋敷委員  

 運営形態についても客観的に分析し、福祉部として責任を持って進めてもらいたいと思

うがどう考えるか。 

 

福祉部長  

 運営形態についても、しっかり検討していきたいと考えている。 

 

日下部委員  

 私は総合リハビリテーションセンターの近くの民間病院で整形外科医をやっているが、

センターは赤字にもかかわらず、民間病院の紹介を受けず都合のいい患者しか受け付けな

いという印象である。また、医師確保についてはセンターの医師の力量がものをいう場合

もある。質の高い人材を確保する上では、そういったことも考える必要があると思うがい

かがか。 

 

障害者福祉推進課長  

 公の病院の役割として、民間病院からの紹介には可能な限り応えていく方針でやってい

る。ただし、専門病院なので重い合併症のある患者等については総合病院にお願いするこ

とがある。医師の人事については、いろいろ手を尽くしており、今年度、新専門医制度に

おける東京大学医学部付属病院整形外科の提携病院として総合リハビリテーションセンタ

ーを位置付けてもらった。病院を挙げて取り組んでいる。 


